Ⅱ．具体的な取り組み項目

４．工業高校教育の強化

基本的取り組み項目
＜自治体・地方議員への要請項目＞
①産業教育設備予算の拡充
専門高校に対する各都道府県の「産業教育設備予算」、とりわけ実験実習設備の購入費（新規・更新）や修繕費を大幅に拡充すること。
工具や実習材料の予算も拡大を図ること。
ふるさと納税を、専門高校の産業教育設備の購入・更新・修繕費用に用いること。
市区町村に対しても、ふるさと納税を地元の都道府県立専門高校の産業教育設備の購入・更新・修繕費用に用いるよう、協力を求めること。
地方自治体、専門高校と工作機械メーカーなど民間企業とが連携し、民間企業が産業教育設備や修理サービスを提供する仕組みを構築すること。

背景説明
公立専門高校に対する産業教育設備費補助については、三位一体改革により2005年度に一般財源化されたため、都道府県立専門高校の設備整備は都道府県の予算で行うことになっています。工業高校の重要性はますます高まってくるものと思われますが、一方で、その実験実習設備は老朽化が指摘されており、予算の制約により、更新や修繕が困難な状況にあります。工業高校の見学、教職員との情報交換・意見交換、都道府県の産業教育設備予算の確認などを行った上で、必要な予算の拡充を要請していくことが重要です。
奈良県では、工作機械メーカーと「連携と協力に関する包括協定」を締結しており、県内工業高校に対し、同時５軸加工機などの最先端マシニングセンターの無償貸与および各種機材の提供、最先端機器担当指導職員への指導、実習・課題研究、技能検定講習などへの講師派遣を受けており、三重県でも同様の協定が締結されています。
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＜自治体・学校・地方議員への要請項目＞
②「地域との共働による高等学校教育改革推進事業」「マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）」の指定獲得…補強
都道府県下の専門高校とりわけ工業高校が、文部科学省の推進する「地域との共働による高等学校教育改革推進事業」「マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）」に積極的に応募するよう、サポートを強化すること。
背景説明
専門高校などを支援する国の施策として、「地域との共働による高等学校教育改革推進事業」に加え、2021年度より「マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）」の公募が始まります。主な取り組みのひとつとして「企業等での授業・実習を多数実施、企業等の施設・設備の共同利用」「専攻科設置」を掲げており、専門高校に積極的な活用を促していくことが重要です。
資料30　「地域との協働による高等学校教育改革推進事業」の概要
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資料出所：文部科学省

資料31　「マイスター・ハイスクール事業（次世代地域産業人材育成刷新事業）」の概要
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資料出所：文部科学省


＜自治体・地方議員への要請項目＞
③工業高校の魅力の発信
工業高校の就職実績、３年離職率の低さなど、工業高校の魅力の情報発信に努めること。

背景説明
2021年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（2020年11月末時点）を見ると、厳しい情勢の中でも工業科の就職内定率は90.8％に達しており、学科別での平均（80.4％）を大きく上回り第１位となっています。
また、高校卒業就職者の３年離職率を就職先の産業ごとに見ると、2017年３月卒の場合、産業計では39.5％、非製造業では46.5％に達していますが、製造業では29.2％、金属産業では24.7％と大幅に低くなっており、大学卒の産業計（32.8％）よりも低い状況にあります。
これらは、
・工業高校に対する労働力需要の高さ。
・相対的に見れば、他の産業に比べ、金属産業が良質な雇用を提供していること。
を示しているものと思われますが、ものづくり産業の国内投資が見直される中で、人材が確保できないために国内投資が抑制されるという事態が生じれば、わが国の成長にとって著しい機会損失となってしまいますし、働く者にとっても、良質な雇用の場の機会損失となります。
中学生に対して工業高校の魅力をより積極的に情報発信するとともに、ものづくり立国日本にとって、工業高校は「国の宝・地域の宝」であることが、より広く認識されるようにしていく必要があります。
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＜自治体・地方議員への要請項目＞
④「ジュニアマイスター顕彰制度」などの活用拡大
全国工業高等学校長協会が実施している「ジュニアマイスター顕彰制度」の認定件数は地域ごとに大きな差があるため、少ない地域では、工業高校に対しその拡大を促すこと。

背景説明
工業高校生に対するジュニアマイスター顕彰制度の認定状況を都道府県別に１校あたりで見てみると、2020年度では、最高の長崎（95.7件）から静岡（5.6件）まで、大きな差が生じるところとなっています。
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[bookmark: _Hlk535711650]＜自治体・学校・地方議員への要請項目＞
⑤専攻科の拡充
工業高校への専攻科の設置を促すこと。
すでに設置済みの場合は、ＤＸに対応するものづくり人材の育成強化を図るとともに、社会人のリカレント教育などについても活用していくこと。
ＩＣＴ企業、工作機械メーカーなどに協力を求め、設備や教育内容の充実を図ること。

背景説明
高等学校には、卒業生もしくはそれと同等以上の学力を有する者に対して、精深な程度において、特別の事項を教授し、その研究を指導することを目的として、専攻科が設けられている場合があります。修業年限は１年以上ですが、実際には２年のものが多いと言われています。一定の要件を満たした専攻科の卒業生は、大学に編入することができ、また科目履修により大学で単位を取得した場合には、学士の学位を取得することができます。2020年度の「学校基本調査」によると、普通科以外の高校2,272に対し、専攻科のある学校は136に止まっており、国家試験受験資格の関係で、看護科、水産科が多い状況にありますが、ＤＸの進展の下、工学系の技術・技能者についても、ＩＣＴ系のリテラシーが不可欠となっていることから、工業高校についても積極的に専攻科を設置し、リカレント教育にも活用していくことが有効と考えられます。

資料35　三重県立高等学校専攻科設置について（協議のまとめ）抜粋
平成28年３月　三重県立高等学校専攻科設置検討委員会
１　はじめに
本県は、県内総生産が名目で約７兆７千億円、そのうち約35％が製造業である（平成25年度）など、ものづくりの盛んな地域です。特に北勢地域には、半導体・自動車・電機・機械・食品など様々な企業が集積しており、付加価値の高い部材・素材を提供する企業群とそれを使って先進的な製品を生産する企業群がリンクした高度な産業構造が形成され、本県の産業全体を牽引している状況です。
しかし、一方では、技術革新、情報化の進展等により、産業社会における技術の高度化・複合化、経済活動のグローバル化が急速に進展する中で、先進的な製品を生産するための幅広い技術・技能を有し、中堅技術者としての指導力を備え、生産現場において牽引役となる優秀なエンジニアの不足が課題となっています。
このような中、平成26年11月、四日市市長と三重県知事との対談の中で、同市長から工業専攻科の設置が提案されました。
そこで、三重県教育委員会が、工業専攻科の設置について平成26年12月に北勢地域の工業高校に通学する２年生とその保護者を対象にアンケート調査を行ったところ、生徒の約30％、保護者の約26％にニーズのあることがわかりました。
また、平成27年６月には、学校教育法の一部が改正され、これまで認められていなかった高等学校専攻科修了者の大学への編入学が、平成28年度から認められることになりました。
これらの状況を踏まえて、一層高度なものづくり教育を行う専攻科の設置について検討を行うため、平成27年９月に企業関係者や有識者等で組織する三重県立高等学校専攻科設置検討委員会（以下「検討委員会」という。）が設置されました。
検討委員会では、専攻科の設置について高校生の進路選択の幅の拡大、自己実現に向けた環境整備に加え、本県の成長産業の振興や地域活性化の観点からも協議を行い、専攻科の設置に向けて「三重県立高等学校専攻科設置について（協議のまとめ）」を提言として取りまとめました。

３　提言
(1) 専攻科設置の必要性について
〇平成27年度の県内の高等学校工業学科の募集定員は1,720人、高等専門学校の工業に関する学科の募集定員は440人となっています。県内の短期大学には工業に関する学科は設置されておらず、大学については三重大学にのみ工学部が設置されており、募集定員は400人にとどまっています。
〇工業学科で学ぶ高校生の全県立高校生に対する比率は12％台で推移しており、そのうち全日制課程の生徒の約７割が機械系学科と電気系学科で基礎的な技術・技能の習得に取り組んでいます。卒業後の進路選択については、約８割が卒業後すぐに就職しており、そのうち約７割は製造業に就いています。
〇進学者のうち、三重大学工学部への進学者は例年ごく少数で、工学部への進学希望者の多くは県外の大学等へ進学しています。
〇県教育委員会が北勢地域の工業高校に通学する２年生とその保護者を対象に工業専攻科の設置についてアンケート調査を実施したところ、現行制度のままでも進学したいと回答した生徒が約７％、就職時の待遇が短期大学と同等であれば専攻科で学びたいと回答した生徒が約23％であったことや、三重県に工業専攻科があれば子どもを進学させたいと回答した保護者が約26％であったことなどを踏まえると、工業高校の生徒の進路選択の幅を拡大するとともに、県内で自己実現を図ることのできる教育環境を整える必要があると考えます。
〇専攻科の設置は、技術革新、情報化の進展等による産業社会における技術の高度化・複合化、経済活動のグローバル化が進展する中で、本県における先進的な製品を生産するための幅広い技術・技能を有する中堅技術者の養成・確保につながります。

以上の理由から、県内に工業専攻科を早急に設置する必要があると考えます。


[bookmark: _Hlk535711495]＜自治体・学校・地方議員への要請項目＞
⑥工業高校、工業高等専門学校卒業者の地元ものづくり産業での再就職支援
[bookmark: _Hlk535711585]工業高校、工業高等専門学校を卒業し、いったんものづくり産業、またはその他の産業に就職したものの、短期間のうちに離職したいわゆる「第二新卒」が地元のものづくり産業で就職するため、母校を活用した支援システムを構築すること。
再就職支援については、退職教員の積極的な活用を図ること。

背景説明
工業高校や工業高等専門学校の卒業生は、全国の有力企業に就職する場合が多く、なかには、地元企業への就職率が低いため、都道府県の予算を使うのは無駄と考えている首長も存在するようです。住民の子どもが全国で活躍することはきわめて有意義なことであり、予算が無駄でないことはもちろんですが、短期間のうちに離職した場合や、家庭の事情などにより、地元に転職する必要がある場合などには、母校が地元での再就職を支援するシステムの構築が有効と思われます。
一方、学校における働き方改革が進む中、現役の教職員だけでは対応が難しい場合もあり、そうした場合、退職教員を活用していくことも考えられます。

＜自治体・地方議員への要請項目＞
⑦実習助手の待遇改善
「実習助手」について、たとえば「実習教諭」など、実習の指導、指導計画の作成、成績評価といった職務内容を適正に表す呼称を用いるとともに、教員免許を有する者は、「教育職２級」の給料表を適用すること。

背景説明
工業高校では、機械科、電気科などの専門学科ごとに、教諭５人に対し実習助手２人が配置され、「機械実習」「電気実習」「製図」など、実習を伴う授業の指導を行っています。準備や後片付けだけでなく、指導計画の作成や成績評価も行うなど、実質的に技術・技能教育の最前線で生徒の指導にあたっており、多くの実習助手は校務分掌を分担し、部活動の指導を行っているにもかかわらず、待遇が恵まれていなかったり、出張ができないなど活動が制限される状況となっています。実習助手の半数は教員免許を取得しており、取得していない場合でも、認定講習によって教員免許を取得することができます。また、学校管理規則等で「実習教諭」「実習教員」などの職名や呼称が明記されている自治体があります。工業高校の教育の根幹は言うまでもなく実習であり、「実習助手」については、職務を適正に反映する名称・待遇・活動を確立する必要があります。
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基本的取り組み項目
＜労働組合としての活動、地方議員への要請項目＞
⑧工業高校の見学
地元の工業高校を見学し、教職員と情報交換・意見交換を行う。
労働組合として地元の工業高校を見学する際、支援する地方議会議員などに同行を求める。
なお、都道府県に連合加盟の高等学校教職員組合がない場合には、支援する地方議会議員などに協力を求める。

背景説明
労働組合として工業高校を視察し、教職員と意見交換をすることは、地方自治体への要請活動に迫力をもたせるために重要な取り組みです。また、支援する地方議会議員などと同行し、課題を共有することも重要です。なお、都道府県に連合加盟の高等学校教職員組合があれば、組合を通じて見学を依頼することができますが、ない場合には支援する地方議会議員などに協力を求めることも考えられます。
以　上
1
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資料出所：文部科学省

資料32　高等学校の学科別就職内定率

（2021年３月卒業予定者について、2020年11月末時点の調査）
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産　業

就職者数

(人)

３年目までの

離職者数(人)

離職率

(％)

産業計 179,529 70,943 39.5

製造業 72,296 21,086 29.2

金属産業計 40,651 10,033 24.7

　鉄鋼業 3,858 951 24.7

　非鉄金属製造業 1,302 326 25.0

　金属製品製造業 5,234 1,760 33.6

　機械関係 30,257 6,996 23.1

非製造業 107,233 49,857 46.5

大学卒(産業計) 458,683 150,543 32.8

資料出所：厚生労働省

資料33　高校卒業就職者の産業別３年離職率

（2017年３月卒）
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ゴールドシルバーブロンズ 合計 2020年度2019年度

北海道 19 117 206 285 608 32.0 34.7 6.2

青　森 11 124 240 115 479 43.5 42.5 11.3

岩　手 12 113 136 222 471 39.3 41.6 9.4

宮　城 14 32 79 161 272 19.4 18.9 2.3

秋　田 12 52 92 93 237 19.8 22.0 4.3

山　形 11 52 106 114 272 24.7 29.4 4.7

福　島 17 63 182 277 522 30.7 37.8 3.7

茨　城 13 53 79 114 246 18.9 21.5 4.1

栃　木 14 58 137 122 317 22.6 26.2 4.1

群　馬 12 17 64 120 201 16.8 18.2 1.4

埼　玉 16 14 64 188 266 16.6 22.3 0.9

千　葉 8 38 33 69 140 17.5 11.3 4.8

東　京 33 57 110 113 280 8.5 8.1 1.7

神奈川 12 20 26 40 86 7.2 5.9 1.7

山　梨 7 10 33 76 119 17.0 22.5 1.4

新　潟 11 25 63 70 158 14.4 19.6 2.3

長　野 14 22 49 56 127 9.1 14.4 1.6

富　山 8 73 120 129 322 40.3 30.5 9.1

石　川 8 95 116 68 279 34.9 48.0 11.9

福　井 7 61 91 59 211 30.1 33.5 8.7

静　岡 18 20 36 45 101 5.6 8.9 1.1

愛　知 29 166 344 527 1,037 35.8 34.7 5.7

岐　阜 11 49 81 140 270 24.5 22.5 4.5

三　重 9 49 70 76 195 21.7 18.9 5.4

滋　賀 8 14 24 30 68 8.5 5.5 1.8

京　都 7 43 73 127 243 34.7 38.7 6.1

大　阪 29 54 71 153 278 9.6 9.5 1.9

兵　庫 20 84 178 308 570 28.5 27.2 4.2

奈　良 4 7 14 30 51 12.8 4.8 1.8

和歌山 6 8 16 31 55 9.2 8.2 1.3

鳥　取 5 13 24 59 96 19.2 19.6 2.6

島　根 4 30 42 53 125 31.3 32.5 7.5

岡　山 18 69 228 274 571 31.7 28.0 3.8

広　島 14 64 124 218 406 29.0 28.9 4.6

山　口 19 58 175 140 373 19.6 26.3 3.1

徳　島 4 18 74 97 189 47.3 48.0 4.5

香　川 7 21 48 74 143 20.4 20.7 3.0

愛　媛 10 65 122 57 244 24.4 26.0 6.5

高　知 6 64 69 92 225 37.5 22.0 10.7

福　岡 23 123 321 560 1,004 43.7 45.3 5.3

佐　賀 8 42 111 137 290 36.3 36.9 5.3

長　崎 9 220 350 291 861 95.7 90.9 24.4

熊　本 14 164 342 395 901 64.4 64.1 11.7

大　分 11 81 120 106 307 27.9 26.0 7.4

宮　崎 11 55 123 23 201 18.3 21.1 5.0

鹿児島 19 223 300 338 861 45.3 36.5 11.7

沖　縄 9 38 52 52 142 15.8 12.1 4.2

全　国 591 2,938 5,558 6,924 15,420 26.1 26.6 5.0

(注)1.ジュニアマイスター顕彰制度は、全国工業高等学校長協会が実施するもの

      で、工業高校生が取得した資格や合格した検定試験、コンクールなどの成績

      を得点に換算して顕彰する制度。

    2.加盟校数は、同協会加盟校数。

    3.資料出所：全国工業高等学校長協会資料より金属労協政策企画局で作成。

資料34　工業高校生に対するジュニアマイスター顕彰制度の認定状況

（2020年度実績)

都道府県

加盟

校数

認　定　数 １校あたり認定数

1校あたり

ｺﾞｰﾙﾄﾞ
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都道府県学校管理規則に明記されている職名都道府県学校管理規則に明記されている職名

岩　手 実習教諭 滋　賀 実習教諭

宮　城 実習教諭、実習講師 鳥　取 実習教諭

山　形 主任実習教諭、実習教諭、実習講師 島　根 実習教諭

福　島 実習教諭、主任実習講師、実習講師 岡　山 実習教諭

茨　城 実習教諭、実習講師 徳　島 実習主任

埼　玉 実習教諭 香　川 実習指導員

富　山 実習教諭 山　口 実習教員

山　梨 実習教諭、実習講師 佐　賀 実習教諭、実習教師

長　野 実習担当教諭 大　分 実習教諭

岐　阜 実習教諭 宮　崎 実習教師

愛　知 実習教師 鹿児島 実習教諭

三　重 教諭兼実習助手

資料出所：日教組資料より金属労協政策企画局で作成。

資料36　「実習助手」に関する職名の例（「助手」以外のもの）
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(万円)

都道府県 事　　業　　名 金額 時点

青　森 産業教育設備整備費 24,0142020予算

山　形 県立高等学校産振設備整備費 4,0302020予算

栃　木 産業教育設備の整備 6,4952020予算

群　馬 次代を担う職業人材育成のための教育設備充実 27,0002019予算

埼　玉 高等学校産業教育設備整備事業 9,8302020予算

神奈川 職業教育設備整備事業費 1,2102020予算

新　潟 県立学校の設備整備のうち産業教育設備 10,8522020予算

静　岡 産業教育設備費 5,0002019予算

愛　知 産業教育設備整備費 30,0482020予算

岐　阜 産業教育振興設備整備費 19,0002020予算

滋　賀 産業教育設備整備費 2,558

産業教育用コンピュータ整備事業 8,255

大　阪 産業教育設備整備費 730

実業教育施設整備費 736

鳥　取 教育実習設備整備費 3,2922020予算

島　根 産業教育設備整備事業 18,6112019予算

徳　島 産業教育設備整備事業費 8,8792020予算

愛　媛 産業教育設備充実費 2,464

産業教育ＩＣＴ機器整備事業費 8,353

高　知 産業教育等設備整備費 4,9912020予算

長　崎 産業教育設備整備事業 9,0012020予算

熊　本 高等学校産業教育設備整備費 5,240

高等学校産業教育電算機組織整備事業 9,781

(注)1.ＩＣＴ関係の取り扱いをはじめ、事業の中身が都道府県ごとに異なる可能

      性があり、単純な比較はできない。

    2.予算は原則として当初であるが、補正後のデータも一部含まれる。

　　3.資料出所：各都道府県ホームページより金属労協政策企画局で作成。

資料29　都道府県における産業教育設備関係の予算・決算の状況

2020予算

2020予算

2019決算

2020予算
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